
年　度

平成１４年度

平成１５年度

平成１６年度

平成１７年度

平成１８年度

平成１９年度

１ 物品購入（修繕）書の決裁日が、専決者である主幹が休暇
を取得していた日になっているものが複数あった。

１ 物品購入については、専決者の承認を得て発注していた
が、物品購入書は、ある程度まとまってから整理していたた
め、決裁日を誤って記入したものであり、適正な決裁日に改
めました。

２ 物品出納簿において、物品分任出納員が休暇を取得してい
た日に検収をしたことになっているものが複数あった。

２ 物品の検収については、物品出納簿の検収日欄に記入する
日付を誤って納品日を記入していたものであり、実際の検収
日に改めました。今後は、物品購入書については、その都度
適正に処理することを徹底し、検収日の記入についても誤り
がないよう、適正な執行に努めます。

平成２１年度

１ 公用車の賃貸借契約に係る業者選定の起案において、専決
者である主幹の決裁のないものがありました。

１ 公用車の賃貸借契約に係る起案については、専決者である
主幹が年度当初の契約事務に係る起案が複数あったことか
ら、決裁時に押印漏れをしたものであり、今後は決裁時のほ
か決裁後においても点検の強化に努めます。

２ 北後志リサイクルセンターのし尿収集運搬に係る手数料と
アセチレン容器及び酸素容器の借上げ料については、それぞ
れ年度当初に見積書により単価を決定していますが、請求の
あった際、支出負担行為（経費支出伺）をせずに支出してい
ました。単価を定めただけでは債務は発生しませんので、支
出する金額が確定した都度、支出負担行為をする必要があり
ます。

２ し尿収集運搬手数料及びアセチレン及び酸素容器の借上げ
料については、見積書を徴取して年間の単価を決定すること
で、業務委託における単価契約と同様の支出が可能との誤っ
た認識であっため、これを改め支出金額が確定した都度、経
費支出伺により支出負担行為をすることとしました。

　平成１６年２月２０日に、当該臨時職員に対し過支給分に係る
戻入通知書を発行し、同日戻入された。

　監査執行後、旅行命令日に不在であった専決者が発した命令を
取り消し、代決者である総務担当主幹の命令に改めました。

　今後は郵便切手の出納状況及び払出予定を的確に把握し、指摘
されたことが生じないように適正な執行を図ることとした。

監　査　結　果

指摘事項なし

　臨時職員の時間外勤務に伴う賃金において、時間外勤務時間の
集計誤りにより過支給になっているものがあった。

　広域連合事務局主幹の旅行において、専決者である事務局長が
休暇取得日に旅行命令を発していた。

　郵便切手の購入において、物品購入伺いの起案を購入後に行っ
ていたものがあった。

定期監査及び行政監査報告に基づく措置状況

平成２０年度

平成２２年度

指摘事項なし

指摘事項なし

指摘事項なし

措　置　の　内　容



年　度 監　査　結　果 措　置　の　内　容

１ 物品出納簿において、契約年月日のうち月日の記載のない
ものや、受領日が物品分任出納員（主査）が職務に専念する
義務を免除された日になっているものがありました。

１ 物品出納簿の契約年月日については、平成２４年２月２０
日、契約月日を記載しました。また、物品分任出納員（主
査）の職務に専念する義務を免除された日と同一日となって
いたことについては、受領日を誤って記載したもので、正し
い日付に改めました。今後は、誤りのないよう適正な執行に
努めます。

２ 小型乗用自動車の賃借（長期継続契約）において、地方自
治法施行令第１６７条第３号（一般競争入札に付することが
不利）による指名競争入札が行われていますが、その理由が
「小樽市指名競争入札参加資格者名簿の車両賃借に登録され
ている者のうち、市内に支店等を有し、当該入札予定車両の
リースの取扱いが可能な業者」というもので、一般競争入札
に付することが不利とは言い難いものとなっていました。

２ 当該契約については、長期継続契約のため、次回の契約時
には、理由を整理して適正な事務処理に努めます。

平成２４年度

平成２５年度

平成２６年度

平成２７年度

平成２８年度

平成２９年度

平成３０年度
令和　元年度
令和　２年度
令和　３年度
令和　４年度
令和　５年度 指摘事項なし

指摘事項なし

指摘事項なし

指摘事項なし

平成２３年度

指摘事項なし

指摘事項なし

指摘事項なし
指摘事項なし

　経費支出及び資金前渡支出伺の資金の取扱期間において、実際
は受領から支払いまでの２日間を要しているが、１日間と記載し
ていました。
　また、資金前渡清算書において、受領の日付欄に支払日を記載
していました。

指摘事項なし

　経費支出及び資金前渡支出伺の資金取扱期間については、受領
から支払までの２日間とすべきところ、誤って受領日のみを記載
したもので、平成３０年２月２２日に正しい期間に改めました。
　また、資金前渡精算書の受領の日付欄については、誤って支払
日を記入したもので、平成３０年２月２２日、受領日に改めまし
た。
　今後は、誤りのないよう適正な執行に努めます。

指摘事項なし

指摘事項なし
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